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本研究では，地震により基部に損傷が生じた RC 橋脚の復旧対策として，アラミド繊維シートによる巻

立てが行われた場合の補修後の RC橋脚の耐震性能に関する評価を目的として，RC橋脚模型試験体に対し

て正負交番載荷実験を実施した．ここでは，地震による被災を想定した損傷として，限界状態 2 に達しな

い損傷を正負交番載荷によって与え，その後にひび割れ注入およびアラミド繊維シートによる巻立てを施

した後に，再び正負交番載荷を行うことで，補修後の RC 橋脚の耐震性能に関する評価を行った．その結

果，本試験体の仕様では，被災損傷後の巻立てによる補修においても，RC 橋脚の耐震補強における照査

基準となる H14 道示の耐震性能が確保できることを確認した． 
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1. はじめに 

 

道路橋震災対策便覧（震災復旧編）1)では，被災した

橋梁の応急復旧のための被災度判定資料として，鉄筋コ

ンクリート橋脚（以下，RC 橋脚）の場合については，

既往の被災の特徴および模型実験の結果から，損傷発生

部位および損傷要因毎にコンクリートのひび割れや剥離

などの観察可能な損傷から被災度分類を行い，その時の

残留強度および残留変形性能が被災度判定表として整理

されている．また，応急復旧後の本復旧工法については，

震災復旧実施例を参考に被災度毎の復旧工法および復旧

設計に用いる被災橋脚の材料特性が示されている．これ

によると， RC 橋脚基部に損傷が生じた場合で，損傷程

度が大きく橋脚の撤去・再構築が選択肢となる被災度以

外では，RC や鋼板，連続繊維による巻立て，樹脂注入

が復旧工法として挙げられてる（図-1）．しかしながら，

これらの工法を適用した橋脚の復旧後の耐震性能を評価

する手法は確立されていないのが現状である． 

図-1 本復旧工法の選定フロー 
（文献 1）を参考に著者が作成） 
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その一方で，現行の耐震性能 2)を満たさず，巻立てに

よるじん性補強が必要とされる RC 橋脚が，耐震補強を

施す前に地震によって基部に損傷が生じ，その対策とし

て巻立て復旧が行われた場合には，損傷の程度によって

は本来必要とされた耐震補強と同様の効果が期待され，

復旧後においても既設 RC 橋脚の耐震補強における照査

基準 3)  ，4)となる平成14年改訂の道路橋示方書 V耐震設計

編 5)（以降，H14 道示）の耐震性能を満たす場合もある

と考えられる．  

以上の背景を踏まえ，本論文では，地震により基部に

損傷が生じた RC 橋脚の復旧対策として，アラミド繊維

シート（以下，AFRP シート）による巻立てが行われた

場合の復旧後の橋脚の耐震性能評価手法を確立するため

の基礎資料を得ることを目的として，RC 橋脚模型試験

体に対して正負交番載荷実験を実施した．ここでは，地

震による被災を想定した損傷として，限界状態 2に達し

ない損傷を正負交番載荷によって与え，その後にひび割

れ注入および AFRP シートによる巻立てを施した後に，

再び正負交番載荷を行うことで，補修後の RC 橋脚の耐

震性能に関する評価を行ったので報告する．  

 

 

2. 実験概要 

 

(1) RC橋脚模型試験体 

試験体は，異形鉄筋を用いた RC 橋脚で，かつ地震時

保有水平耐力法や現行の設計水平震度が導入される以前

の昭和 55 年改訂の道路橋示方書を適用して設計された

連続橋の固定橋脚を想定して試設計を行い，試験装置の

能力を考慮して 1/4 スケールとした柱部断面が正方形の

縮小 RC 橋脚模型である．試験体は，同じ配筋，配合の

ものを 2 体同時に製作し，図-2 に示しているように，1

体は終局までの正負交番載荷を行い変形性能の確認，限

界状態の評価を行う試験体（以下，基準試験体），もう

1 体は基準試験体の限界状態の評価を基に，地震による

被災を想定した損傷として，限界状態 2に達しない損傷

を 1回目の正負交番載荷（以下，載荷 1回目）によって

与え，その後にひび割れ注入およびアラミド繊維シート

（以下，AFRP シート）による巻立てを施した後に，再

び正負交番載荷（以下，載荷 2回目）を行うことで，補

修後の耐震性能を評価を行う試験体（以下，補修試験体）

とした． 

表-1には，試験体の諸元，表-2には，試験体の地震時

保有水平耐力の照査結果，図-3には，柱断面，柱正面に

対する試験体の配筋図をそれぞれ示している．試験体の

配筋は，文献 3) に基づき，H14道示 5) の地震時保有水平

耐力法（以下，H14 道示保耐法）により，曲げ破壊型で

水平耐力の照査を満たさず，すなわち耐震補強において

表-1 試験体諸元 

 
基準 
試験体 

補修 
試験体 

試験体寸法   

柱部断面寸法 600 × 600 mm 

柱部高さ 1,800 mm 

鉄筋   

軸方向鉄筋 32-D13 ctc 65mm 

軸方向鉄筋比 1.13 % 

帯鉄筋 D10 ctc 150 mm 

横拘束筋体積比 0.37 % 

アラミド繊維シート   

層数 － 1層 

目付量 － 350 g/m2 

設計厚 － 0.252 mm 

巻き立て高さ － 1,200 mm 

体積比 － 0.17 % 

 

表-2 試験体の地震時保有水平耐力の照査結果 

 
基準 
試験体 

補修 
試験体 

耐力，水平変位（レベル 2 タイプ II） 

終局水平耐力Pu 198.27 kN 218.40 kN 

せん断耐力Ps0 299.71 kN 299.71 kN 

せん断耐力Ps 271.72 kN 271.72 kN 

破壊形態 曲げ破壊 曲げ破壊 

地震時保有水平耐力Pa 198.27 kN 218.40 kN 

khcW 363.06 kN 191.73 kN 

水平耐力判定 
khcW>Pa 

NG 
khcW<Pa 

OK 

残留変位 δR 16.87 15.43 

許容残留変位 δRa 21.05 21.05 

残留変位判定 OK OK 

khc：レベル 2地震動の設計水平震度，W：等価重量 

 

図-2 実験フロー図 
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巻立てによるじん性補強が必要とされるように試設計を

行い決定した．  

写真-1には，補修試験体に対し，載荷 1回目により柱

基部に損傷を与えた後に行ったひび割れ注入の状況を示

している．ひび割れ注入は，幅0.2mm以上ひび割れに対

し，低粘度のエポキシ樹脂を低圧で注入した．写真-2に

は，AFRP シートによる巻立てを施した補修試験体を示

している．AFRP シートは，文献 6)を参考に高強度型の

アラミド 2繊維を用いた．シート量は，「アラミド繊維

シートによる鉄筋コンクリート橋脚の補強工法設計･施

工要領（案）」（以降，要領（案））7)  におけるシート

の拘束効果を考慮したコンクリートの応力－ひずみ関係

を用いて，H14 道示保耐法により，水平耐力および残留

変位の基準を満たすように設計した．シートの目付量は

350g/m2，層数は 1層である．シートを巻立てた範囲は，

H14 道示に示されている塑性化を考慮する領域を参考に，

塑性ヒンジ長の 4倍程度となる柱基部から高さ 1,200mm

までとし，幅 500mm のシートを柱周方向に巻立てた．

シート巻立ては，下地処理としてコンクリート表面のサ

ンダーケレンおよび面取りを施し，エポキシ系プライマ

ーを塗布して指触硬化状態を確認した後，エポキシ系含

浸接着樹脂を用いて AFRP シートを接着した．周方向ラ

ップ長は 200 mm とし，試験体の左面および右面の交互

にラップ位置を設けた．なお，左面，右面は，図-3およ

び図-4に示したように載荷方向に平行する面である． 

 

(2) 正負交番載荷実験方法 

図-4には，試験体のセットアップ図を示している．試

験体はフーチングを床に固定し，柱天端に設置したピン

支承の中心部（柱基部から2,105mm，せん断スパン比 3.8）

に水平ジャッキを用いて交番荷重を載荷した．上部工重

量相当の鉛直荷重は，360 kN（応力換算で 1.0 N/mm2）で

あり，柱天端に設置したピン支承を介して油圧サーボに

より載荷し，正負交番載荷中は一定に保つように制御し

た．正負交番載荷は変位制御に基づいて行った．まず初

めに柱基部の軸方向鉄筋ひずみが材料試験から得られた

降伏ひずみの 50 %に達する水平変位を 1サイクル載荷し

て柱基部のコンクリートにひび割れを導入した．次いで，

柱基部の軸方向鉄筋ひずみが降伏ひずみに達した時点の

水平変位を基準変位δy とし，そのδy の正負の整数倍に変

位振幅を段階的に増し（±1δy，±2δy，…），正負の同

一変位を 1載荷サイクル，その繰り返し回数 3回を 1変

位ステップとした正負交番載荷を実施した．基準試験体

の基準変位 δy は 10.5mmであり，補修試験体についても

同じ基準変位とした． 

補修試験体は， (1)にて述べたとおり，地震による被

災を想定した損傷を正負交番載荷によって与え，その後

にひび割れ注入および AFRPシート巻立てを施した後に，

再び正負交番載荷を行うことで，補修後の耐震性能の評

価を行う試験体である．そのため，載荷 1回目の後に，

ひび割れ注入および AFRPシート巻立てを施した後，再

び載荷2回目として，1δyからの正負交番載荷を実施した．

図-4 試験体セットアップ図 図-3 試験体配筋図 

写真-2 AFRPシート 
巻立て後の 
補修試験体 

写真-1 ひび割れ注入 
状況 
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なお，後述する基準試験体の限界状態の評価の結果より，

補修試験体の載荷 1 回目は，変位ステップ 3δy までとし

た． 

 

(3) 計測方法 

本実験における計測項目は，載荷点の水平変位 δと水

平荷重 P，軸方向鉄筋，帯鉄筋および AFRP シートのひ

ずみである．計測したデータは，データ収録器を用いて

サンプリング周波数を 10Hzとして収録した． 

 

 

3. 実験結果および考察 

 

(1) 基準試験体の耐震性能 

a) 荷重変位関係 

図-5には，基準試験体の正負交番載荷実験における水

平荷重 P－載荷点水平変位 δの関係を示している．なお

Pおよびδは，柱基部の軸方向鉄筋の降伏荷重（Py= 183.5 

kN）および基準変位（δy= 10.5 mm）により無次元化して

示している．本試験体の場合は，変位ステップ 3δyで橋

脚が降伏し，水平荷重の増加が小さくなっていることが

確認できる．また，変位ステップ 5δy の負側載荷 2 サイ

クル目，正側載荷 3サイクル目において，水平荷重が前

の載荷サイクルの水平荷重よりも 1割程度低下した（図

中，●印）．また，次の変位ステップ 6δyでは，正側，

負側の載荷 1サイクル目の水平荷重は，変位ステップの

5δyのそれと比較して1割以上低下した．よって，水平変

位 6δyを水平荷重の低下が顕著になった点と評価した． 

b) 損傷状況 

写真-3 には，基準試験体の変位ステップ 4δy 終了後

（写真 (a)，(b)）および水平荷重が低下した変位ステッ

プ 5δy終了後（写真 (c)，(d)）の試験体柱基部の正面，背

面の損傷状況を示している．なお，正面，背面は，図-3

および図-4に示したように載荷方向に直交する面である．

写真に示しているように，変位ステップ 5δyにおいて，

柱基部のかぶりコンクリートの剥離や剥落が正面側，背

面側ともに発生したことが分かる．剥離や剥落は，正面

側，背面側ともにでは高さ 400mm 程度の高さまで発生

した．  

写真-4には，基準試験体の正負交番載荷終了後に，剥

離，剥落したコンクリート片を除去した柱基部損傷状況

を示している．なお，写真撮影時における試験体の載荷

点水平変位は 0mm である．写真より，柱基部からの高

さで概ね 300～400mm の範囲でかぶりコンクリートが剥

離，剥落したことが確認できる．また，コアコンクリー

トは比較的健全であることが確認できる．軸方向鉄筋は，

写真-3 載荷試験中の柱基部の損傷状況（基準試験体） 

(a) 4δy  正面         (b) 4δy  背面 

(c) 5δy  正面          (d) 5δy  背面 

写真-4 載荷終了後の柱基部の損傷状況（基準試験体） 

400mm

 

400mm 

(a)  正面         (b)  背面 

（右面方向から撮影）    （右面方向から撮影） 

図-5 水平荷重－載荷点水平変位関係（基準試験体） 
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基部からの高さで概ね 300～400mm の範囲ではらみ出し

た痕跡が確認できることから，かぶりコンクリートの剥

離・剥落は軸方向鉄筋のはらみ出しに起因すると言える．

a) において述べた変位ステップ 5δyの載荷過程における

水平荷重の低下は，この基部のかぶりコンクリートの剥

離や剥落による圧縮抵抗断面の減少，およびそれの要因

となった軸方向鉄筋のはらみ出しに起因すると考えられ

る． 

c)  変形性能評価 

 図-6には，基準試験体の変形性能の評価結果を示して

いる．変形性能を評価する変位は，星隈ら 2)の手法，石

崎らの手法 8)を基に，限界状態 2 に相当する水平は，正

負の同一変位を 1載荷サイクル，その繰返し回数を 3回

とする正負交番載荷のうち，載荷 1サイクル目の水平荷

重に対する 3サイクル目の水平荷重の比率（以下，水平

荷重比）が 0.85程度を下回らず，かつ，載荷 2サイクル

目の吸収エネルギーに対する 3サイクル目の吸収エネル

ギーの比率（以下，吸収エネルギー比）が 0.90程度以内

となる状態とし，これら 2つの評価指標を満たす最大の

水平変位とした．また，限界状態 3に相当する水平変位

は，正負交番載荷の水平荷重－水平変位関係において水

平荷重が地震時水平耐力を保持している状態とし，着目

する水平変位の 1つ後の水平変位において水平荷重の低

下が顕著になった場合は，この着目する水平変位を限界

状態 3 に相当する水平変位とし，この場合の限界状態 2

に相当する水平変位は着目する 1つ前の水平変位とした． 

図より，変位ステップ 4δyまでは，水平荷重比，吸収

エネルギー比の 2つの評価指標は限界状態 2の評価基準

を満たしているが，変位ステップ5δyでは，2つの評価指

標とも評価基準を下回ることが確認できる．また，a) に

おいて述べたとおり，変位ステップ 6δyにおいて水平荷

重の低下が顕著になったことから，水平変位 4δyを基準

試験体の限界状態 2 に相当する水平変位，水平変位 5δy

を限界状態 3に相当する水平変位と評価した． 

d)  軸方向鉄筋ひずみ 

 図-7には，正負交番載荷実験における軸方向鉄筋のひ

ずみ分布を示している．ひずみゲージは，柱の正面およ

び背面の中央部の軸方向鉄筋各 1本に対して，柱基部か

ら-170mm，40mm，130mm，280mm，430mm，580mm の

高さに貼付けた．図に示したひずみは，貼付したひずみ

ゲージ出力であり，軸方向鉄筋に引っ張りが生じると考

えられる載荷方向，すなわち，正面側鉄筋に対しては負

側載荷，背面側鉄筋に対しては正側載荷における各変位

ステップの繰り返し回数 3 回の載荷サイクルのうち，載

荷 1サイクル目の値をプロットした．なお，リード線の

断線等により，ひずみゲージ出力に異常値が確認された

場合はひずみ値をプロットしていない． 

 図より， 水平変位 1δyの載荷において，正面側，背面

側ともに柱基部からの高さ 280mm までの位置のひずみ

が降伏ひずみに達するか，またはそれに近い値となって

いることが確認できる．柱基部から高さ 40mm，130mm

の位置のひずみは，正面側，背面側ともに水平変位の増

加に伴いひずみの増加が確認できるが，柱基部からの高

さ 300mm の位置のひずみは，正面側と背面側では傾向

が異なり，正面側では水平変位 4δyまでは 2,600μ 程度で

あったが，水平変位 5δy においてひずみが急増し，

18,000μ 程度となった．一方，背面側では，水平変位 2δy

で 11,000μ 程度に達し，水平変位 5δyでは 22,000μ 程度で

あった．柱基部から高さ 430mm，580mm の位置のひず

みは，正面側，背面側ともに水平変位の増加に伴うひず

みの増加は小さく，限界状態 3 に相当する水平変位 5δy

においても 3,000μ 程度であったが，水平変位 6δyにおい

て，背面側の基部からの高さ 430mm のひずみが急増し

た． 

図-6 変形性能評価（基準試験体） 図-7 軸方向鉄筋ひずみ（基準試験体） 
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e) 帯鉄筋のひずみ 

図-8には，正負交番載荷実験における帯鉄筋ひずみの

高さ方向の分布を示している．ひずみゲージは，柱基部

から150mm，300mm，450mm，600mmの高さの帯鉄筋の

正面側および背面側の柱断面中央位置に貼付けた．図に

示したひずみは，貼付したひずみゲージ出力であり，軸

方向鉄筋のはらみ出しにより帯鉄筋に引張りが生じると

考えられる載荷方向，すなわち，正面側に対しては正側

載荷，背面側に対しては負側載荷における各変位ステッ

プの繰り返し回数 3 回の載荷サイクルのうち，載荷 1サ

イクル目の値をプロットした． 

 図より，正面側，背面側ともに水平変位の増加に伴い

帯鉄筋のひずみも増加することが確認できるが，限界状

態 3 に相当する水平変位である 5δyでにおいても帯鉄筋

のひずみは小さく，降伏ひずみには達していないことが

確認できる．しかしながら，水平変位 6δyにおいて，柱

基部からの高さ 150mmおよび 300mmのひずみが急増し

たことが確認できる．このことから，水平変位 6δyにお

いて軸方向鉄筋が大きくはらみ出したと考えられる． 

f) 履歴吸収エネルギー 

図-9には，基準試験体の限界状態 3に相当する水平変

位である 5δy までの載荷 1 サイクル毎の履歴吸収エネル

ギーおよびその累積値を示している．履歴吸収エネルギ

ーは，載荷履歴 1サイクル毎に水平荷重－水平変位関係

の履歴ループの面積として算出している．水平変位の増

加に伴い履歴吸収エネルギーの累積値は指数関数的に増

加し，限界状態 2 に相当する水平変位 4δy までの履歴吸

収エネルギーの累積値は 73kJ，限界状態 3に相当する水

平変位 5δy までのそれは，119kJであった． 

 

(2) 補修試験体の1回目の正負交番載荷 

補修試験体は，2. (1)において述べたとおり，地震に

よる被災を想定した損傷を与え，その後に補修を施し，

再び載荷を行うことで補修後の耐震性能の評価を行う試

験体である．地震による被災を想定した損傷を与えるた

めの正負交番載荷（以下，載荷 1回目）は，3. (1) a)およ

び c)において述べた基準試験体の水平荷重－水平変位関

係および限界状態の評価結果を基に，橋脚が降伏した後，

限界状態 2 に達するまでの間である水平変位 3δy までの

載荷とした． 

a) 荷重変位関係 

 図-10 には，補修試験体の載荷 1 回目（図中，赤色線）

のおよび比較として基準試験体（図中，灰色線）の水平

荷重 P－載荷点水平変位 δの関係を示している．なお，

P および δ は，基準試験体の正負交番載荷実験における

柱基部の軸方向鉄筋の降伏荷重（Py= 183.5 kN）および基

準変位（δy= 10.5 mm）により無次元化して示している．

図より，補修試験体の載荷 1 回目の水平荷重－載荷点水

平変位関係は，基準試験体のそれとほぼ同様の履歴であ

ることが確認できる．基準試験体と補修試験体は同じ条

図-8 帯鉄筋ひずみ（基準試験体） 図-9 履歴吸収エネルギー（基準試験体） 

図-10 水平荷重－載荷点水平変位関係 
（補修試験体載荷1回目） 
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件で製作していることから，基準試験体の限界状態評価

と照らし合わせると，載荷 1回目終了時の補修試験体は，

限界状態 2に達していないと考えられる． 

b) 試験体の損傷状況および補修 

図-11 には，載荷 1 回目終了後の補修試験体の柱部の

損傷状況を示している．なお，図に示している各面は，

図-3および図-4に示したように，正面と背面が載荷方向

に直交する面である． 正面および背面の水平ひび割れ

は，柱基部からの高さ 1,400mm程度まで入っていること

が確認できる．また，正面においては，柱基部の水平ひ

び割れを繋ぐ斜めひび割れも確認できる．また，左面に

は柱奥行方向の中央に水平ひび割れ間を繋ぐ斜めひび割

れも確認できる．文献 1)に示されている被災度判定表か

ら，本試験体の載荷 1 回目よる被災度は，「C：小被害」

程度であることから，補修は，ひび割れ注入および

AFRP シートによる巻立てとした．ひび割れ注入は，2. 
(1)において述べたとおり，幅0.2mm以上ひび割れに対し

て行った．その範囲は図-11 に青線で示している範囲で

あり，柱正面に対しては，基部からの高さ 400mm まで，

背面，左面および右面に対しては，高さ 200mm までの

範囲である．なお，左面，右面については，正面側から

注入する注入材料の漏れを防ぐ目的で，基部からの高さ

400mm の正面側の一部をシールして注入作業を行った．

なお，試験体の補修は，載荷 1 回目の変位ステップ 3δy

の載荷終了後，載荷点水平変位を 0mm とした状態で，

鉛直荷重を載荷したまま行った．この時の水平荷重は，

約 78kNであった． 

 

(3) 補修試験体の耐震性能検証 

 補修試験体の補修後の耐震性能の検証は，ひび割れ注

入および AFRP シートによる巻立てを施した後に，再度

1δy からの正負交番載荷を行い，その結果を基に，文献

3)および文献 4) に基づき H14道示 5) の地震時保有水平耐

力法（以下，H14 道示保耐法）により評価した．なお，

載荷 2回目開始時の水平荷重は，載荷 1回目終了から約

10kN減少した 67kNであった． 

a) 荷重変位関係 

図-12 には，補修試験体の載荷 2 回目（図中，赤線）

および比較として基準試験体（図中，黒線）の水平荷重

P－載荷点水平変位 δ の関係を示している．また，図に

は，シートの拘束効果を考慮したコンクリートの応力－

ひずみ関係 7)を用いて， H14道示保耐法により算出した

水平荷重－水平変位関係の骨格曲線（図中，青破線）を

併せて示している．なお，正負交番載荷実験における P

および δ，H14 道示保耐法により算出した水平荷重およ

び水平変位は，基準試験体の正負交番載荷実験における

柱基部の軸方向鉄筋の降伏荷重（Py= 183.5 kN）および基

準変位（δy= 10.5 mm）により無次元化して示している．

補修試験体の載荷 2回目では，前述したとおり，水平荷

重が正側に約 67kN 残留した状態から載荷を開始してい

るため，正側載荷において水平変位 1δyに達した時の水

平荷重はP/ Py = 0.97であったのに対して，負側載荷にお

いて水平変位-1δyに達した時のそれはP/ Py = 0.57となり，

正側載荷に比べて負側載荷の水平荷重は小さかった．こ

の現象は変位ステップ 2δyでも確認され，正側載荷 P/ Py 

= 1.25であったのに対して，負側載荷ではP/ Py = 1.10であ

った．しかしながら，変位ステップ 3δyでは，正側載荷

で P/ Py = 1.36，負側載荷で P/ Py = 1.33となり，これ以降

は正側負側の載荷でほぼ同程度の水平荷重で推移した． 

水平荷重は，変位ステップ 6δyにおいて，正側載荷時，

負側載荷時ともに 1サイクル目の載荷において，変位ス

テップ 5δyのそれよりも僅かに低下していることが確認

図-12  水平荷重－載荷点水平変位関係 
（補修試験体載荷2回目） 

図-11 柱部の損傷状況 

（補修試験体載荷1回目終了後） 
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できる．次の変位ステップ 7δyでの水平荷重の低下は小

さかったが，変位ステップ8δyの負側載荷2サイクル目，

正側載荷 3サイクル目で水平荷重が前の載荷ステップの

水平荷重よりも 1割程度低下した（図中，●印）．また，

次の変位ステップ 9δyでは，正側，負側の載荷 1 サイク

ル目の水平荷重は，変位ステップの 8δyのそれと比較し

て 3 割程度低下した．よって，変位ステップ 9δyを水平

荷重の低下が顕著になった点と評価した．基準試験体と

比較すると，水平変位で 3δy（31.5mm）の変形性能の向

上が確認できる．H14 道示保耐法により求めた終局変位

（図中，▲印）と補修試験体の水平荷重の低下が顕著に

なった水平変位を比較すると，補修試験体は十分な変形

性能を有していると言える． また，水平荷重について

も，H14 道示保耐法の保有水平耐力を確保していること

が確認できる．このことから，補修試験体は，RC 橋脚

の耐震補強における照査基準 3)   ，4)となるH14道示の耐震

性能が確保できていると言える． 

b) 試験体の損傷状況 

写真-5には，補修試験体の正負交番載荷において，水

平荷重が低下する前の変位ステップ 7δy の載荷終了後

（写真 (a)，(b)），水平荷重が顕著になった 9δyの載荷終

了後（写真 (c)，(d)）および，載荷終了後にAFRPシート

を撤去した後（写真 (e)，(f)）の試験体柱基部の正面，

背面の損傷状況を示している．正面，背面の定義は 3. 
(1) b)において説明したとおりである．水平荷重が低下

する前の変位ステップである 7δyと低下が顕著になった

変位ステップである 9δy載荷終了後の試験体柱基部の状

態を比較すると，変位ステップ 9δy載荷終了後の方がア

ラミド繊維シートの膨らみや圧壊したコンクリート屑の

シート下端部からの排出量が多いことが確認できる．ま

た，写真(e)，(f) より，軸方向鉄筋の破断を確認するこ

とができる．このことから，a)において述べた水平荷重

の低下は，試験体柱基部の圧壊の進行および軸方向鉄筋

の破断に起因すると推察される． 

c)  変形性能評価 

図-13 には，補修試験体の載荷 2 回目の結果を基にし

た変形性能の評価結果を示している．なお，本試験体は

アラミド繊維シートで巻立てているが，(1) c)で説明した

通常の RC 橋脚と同様の考え方で評価した．本試験体の

場合は，変位ステップ 4δyまでは水平荷重比，吸収エネ

ルギー比ともに評価基準を満たしている．変位ステップ

5δyにおいては，水平荷重比は評価基準の 0.85 を上回っ

ているが，吸収エネルギー比は評価基準の 0.9 を若干下

回ったことが確認できる．しかしながら，変位ステップ

6δy，7δyでは再び 2 つの評価基準を満たしている．変位

ステップ 8δyで水平荷重比が評価基準の 0.85 を大きく下

回った．a) において述べたとおり，変位ステップ 9δyに

おいて水平荷重の低下が顕著になったこと，およびこの

2つの指標による評価から，水平変位7δyを補修試験体の

限界状態 2 に相当する水平変位，水平変位 8δyを限界状

態 3に相当する水平変位と評価した．補修試験体の変形

性能は，基準試験体と比較して向上しており，被災損傷

写真-5 柱基部の損傷状況（補修試験体） 

(a)  7δy  正面        (b)  7δy  背面 

(c)  9δy  正面        (d)  9δy  背面 

(e)  AFRPシート      (f)  AFRPシート 

撤去後 正面          撤去後 背面 

図-13 変形性能評価（補修試験体） 
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後の補修においても AFRPシート巻立てによるじん性補

強の効果を確認することができる． 

d)  軸方向鉄筋ひずみ 

 図-14 には，補修試験体の載荷 2 回目の正負交番載荷

実験における軸方向鉄筋のひずみ分布を示している．ひ

ずみゲージの貼付位置は，基準試験体の場合と同様に，

柱の正面側および背面側の中央部の軸方向鉄筋各 1本に

対して，柱基部から-170mm，40mm，130mm，280mm，

430mm，580mmの高さに貼付けた．図のプロット方法は，

図-7 と同様である．なお，背面側の基部からの高さ

130mm の位置については，ひずみゲージの不良により

ひずみを計測できなかったため，プロットから除外した． 

 図より，基部からの高さ 280mm までのひずみは，水

平変位 1δyから大きく，その後，水平変位の増加に伴い

ひずみの増加を確認することができる．基部からの高さ

430mm のひずみは，正面側では，水平変位 6δy以降では

ひずみゲージ出力に異常値が確認されたため計測できて

いないが，背面側では，水平変位 6δyでひずみが大きく

なったことが確認できる．基部からの高さ-170mm およ

び 580mm のひずみは，他の位置と比較するとひずみは

小さいが，その大きさは降伏ひずみに達するか，または

それに近い値となっていることが確認できる． 

e) 帯鉄筋のひずみ 

図-15 には，補修試験体の載荷 2 回目の正負交番載荷

実験における帯鉄筋ひずみの高さ方向の分布を示してい

る．ひずみゲージは，基準試験体の場合と同様に，柱基

部から150mm，300mm，450mm，600mmの高さの帯鉄筋

の正面側および背面側の柱断面中央位置に貼付けた．図

のプロット方法は図-8と同様である．  

図より，帯鉄筋ひずみの高さ方向の分布は，柱基部に

近いほどひずみが大きい傾向にあることが分かる．基部

からの高さ 150mm の位置の帯鉄筋のひずみは，正面側

では水平変位 5δyから，背面側では水平変位 6δyからひず

みが大きくなったことが確認できる．基部からの高さ

300mm の位置の帯鉄筋のひずみは，正面側では水平変

位 7δyから，背面側では水平変位 8δyからひずみが大きく

なったことが確認できる． 

f) アラミド繊維シートひずみ 

 図-16 には，補修試験体の載荷 2 回目の正負交番載荷

実験における AFRP シート表面のひずみの高さ方向の分

布を示している．ひずみゲージは，柱基部から 100mm , 

150mm，200mm,  300mm，450mm，600mm の高さの柱断

面中央から左に 50mmの位置の正面側の AFRPシート表

面に対し，柱周方向にひずみを計測するように貼付けた．

図に示したひずみは，貼付したひずみゲージ出力であり，

鉄筋のはらみ出し，およびコンクリートの拘束に伴い

AFRP シートの引張りが生じると考えられる載荷方向，

すなわち，正側載荷における各変位ステップの繰り返し

回数 3 回の載荷サイクルのうち，載荷 1サイクル目の値

をプロットした． 

 図より，AFRP シートひずみの高さ方向の分布は，柱

基部からの高さ 200mm が最もひずみが大きいことが分

かる．そのひずみは，変位ステップ 5δyから大きくなり，

変位ステップ 6δyで急増したことが分かる．a) で述べた

図-14 軸方向鉄筋ひずみ（補修試験体） 図-15 帯鉄筋ひずみ（補修試験体） 

図-16 AFRPシートひずみ（補修試験体） 
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ように，変位ステップ 6δyにおいては水平荷重が僅かに

低下している．これは，基部からの高さ 200mm の位置

の AFRPシート表面のひずみが急増した水平変位と一致

している．このことから，変位ステップ 6δyにおいて，

軸方向鉄筋のはらみ出し，かぶりコンクリートの圧壊の

いずれか，またはそれら両方が発生したことにより，水

平荷重の低下や，それにより AFRPシートにひずみを発

生させたものと推察される． 

g) 履歴吸収エネルギー 

図-17 には，補修試験体の載荷 2 回目の限界状態 3 に

相当する水平変位である 8δyまでの載荷 1 サイクル毎の

履歴吸収エネルギーおよびその累積値を示している．図

より，変位ステップ 5δyまでの各変位ステップにおける

履歴吸収エネルギーの累積値は基準試験体のそれとほぼ

同じであり，水平変位の増加に伴い履歴吸収エネルギー

の累積値は指数関数的に増加していることが分かる．し

かしながら，変位ステップ 5δyから 8δyでは，各変位ステ

ップにおける履歴吸収エネルギーはいずれにおいても

50kJ程度であり， 変位ステップ 1δyから5δyまでで見られ

たような変位ステップの増加ともなう履歴吸収エネルギ

ーの増加がほぼないことが確認できる．補修試験体では，

限界状態 2 に相当する水平変位 7δy までの履歴吸収エネ

ルギーの累積値は 221kJ，限界状態 3 に相当する水平変

位 8δy までのそれは 274kJであった．平成 29年改訂の道

路橋示方書 V耐震設計編 9)では，限界状態 2をエネルギ

ー吸収が安定して期待できる限界として定義している．

基準試験体の限界状態 2に相当する水平変位における履

歴吸収エネルギーの累積値は73kJであったことから，補

修試験体の限界状態 2に相当する水平変位における履歴

吸収エネルギーは，基準試験体のそれの約 3倍であるこ

とが分かる．このことから，エネルギー吸収性能も向上

しており，被災損傷後の補修においても AFRPシート巻

立てによるじん性補強の効果を確認することができる． 

 

 

4. まとめ 

 

本研究では，地震により基部に損傷が生じた RC 橋脚

の復旧対策として，アラミド繊維シートによる巻立てが

行われた場合の復旧後の橋脚の耐震性能評価手法を確立

するための基礎資料を得ることを目的として，RC 橋脚

模型試験体に対して正負交番載荷実験を実施した．ここ

では，地震による被災を想定した損傷として，限界状態

2 に達しない損傷を正負交番載荷によって与え，その後

にひび割れ注入およびアラミド繊維シートによる巻立て

を施した後に，再び正負交番載荷を行うことで，補修後

の RC 橋脚の耐震性能に関する評価を行った．本研究の

範囲で得られた知見を以下に示す． 

1) 現行の耐震性能 2)を満たさない RC 橋脚を想定して

製作した試験体の仕様では，正負交番載荷におい

て，柱基部のかぶりコンクリートの剥離や剥落に

よる圧縮抵抗断面の減少，およびそれの要因とな

った軸方向鉄筋のはらみ出しに起因すると考えら

れる水平荷重の低下が生じた． 

2) 正負交番載荷により柱基部に与えた損傷について，

道路橋震災対策便覧（震災復旧編）1)の被災度判定

表を参考に「C：小被害」であると評価した試験体

に対し，ひび割れ注入およびアラミド繊維シート

巻立てによる補修を施した後の正負交番載荷実験

では，限界状態2および3に相当する水平変位が3δy

分増加した．  

3) ひび割れ注入およびアラミド繊維シート巻立てに

よる補修を施した試験体の正負交番載荷実験にお

いて，水平荷重の低下が顕著になった水平変位と，

H14道示による地震時保有水平耐力法により求めた

終局変位を比較した結果，補修を施した試験体は，

H14道示の終局変位に対して十分な変形性能を有し

ていた．また，水平荷重についても，保有水平耐

力を確保していることを確認した． 

4) 以上より，本試験体の仕様では，道路橋震災対策

便覧（震災復旧編）の被災度判定表において「C：

小被害」の被災度であれば，被災損傷後の補修に

おいても，アラミド繊維シート巻立てによる橋脚

のじん性補強効果を確認することができ，既設 RC

橋脚の耐震補強における照査基準 3)  ，4)となるH14道

示の耐震性能が確保できることを確認した． 

5)  補修を施した試験体の限界状態 2 に相当する水平

変位における履歴吸収エネルギーは，基準試験体

のそれの約3倍であり，エネルギー吸収性能の向上

を確認した． 

 

図-17 履歴吸収エネルギー（補修試験体） 
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EXPERIMENTAL VERIFICATION OF SEISMIC PERFORMANCE OF RC BRIDGE 

PIERS REPAIRED WITH ARMID FIBER REINFORCED PLASTIC SHEET 
WRAPPING AFTER EARTHQUAKE DAMAGE 

 
Takahiro TERASAWA, Takashi SATO, Osamu HATAKEYAMA and  

Masato KOMURO 
 

The purpose of this study is to evaluate the seismic performance of earthquake-damaged RC bridge piers 
after repair. The object of the study is RC bridge piers that wrapped with aramid fiber reinforced plastic 
sheets after damaged. Therefore, cyclic loading test were conducted on the model specimens of RC bridge 
piers. In the tests, the specimens were subjected to cyclic loading to simulate earthquake-induced damage 
that did not reach the limit state 2, followed by crack injection and wrapped with aramid fiber reinforced 
plastic sheets, and then subjected to cyclic loading again. The results obtained from these experiments were 
used to evaluate the seismic performance of the specimens.  As a result, it was confirmed that the specifi-
cations of the RC bridge pier specimens used in the experiments could ensure the seismic performance of 
the H14 specifications, which are the verification criteria for the seismic retrofit design of RC bridge piers, 
even if the piers were repaired by aramid fiber reinforced plastic sheet wrapped after the damage. 


